
 
 
 

 
 

第 13 各種届出の記載例 

 
 

１ 届出書の記載例 

 
 

記載例１ 政治団体設立届 

記載例２ 規約の例（一般の政治団体） 

記載例３ 規約の例（後援団体） 

記載例４ 被推薦書 

記載例５ 国会議員関係政治団体に該当する旨の通知 

記載例６ 届出事項の異動届 

記載例７ 国会議員関係政治団体に該当しなくなった旨の通知 

記載例８ 政治団体解散届 

記載例９ 資金管理団体指定届 

記載例 10 資金管理団体届出事項の異動届 

記載例 11 資金管理団体指定取消届 
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政治団体からの提出書類における名義人の記載について 

 
政治団体から県選挙管理委員会へ提出いただく次のような書類の名義人欄について、従来の自

署又は記名押印に加え、本人確認書類を示していただいた上での記名のみによる提出もできるよ

うになりました。 

・政治団体設立届 
・届出事項等の異動届 
・収支報告書 
・領収書等を徴し難かった支出の明細書 
・政治団体解散届 
・資金管理団体指定届 
・資金管理団体指定取消届 
・資金管理団体でなくなった旨の届 
・資金管理団体届出事項の異動届 

 
届出・収支報告書の名義人欄の記載方法 

届出・収支報告書等の名義人(※)の欄は、次の①～③いずれかの方法から、政治団体の御都合に応じ

て適当なものを選択して記載してください。 
 

(※)名義人：届出や収支報告書の提出をされる方。名義人を例示すると次のとおりです。 
         政治団体設立届：代表者 
         届出事項等の異動届：代表者 
         政治団体解散届：代表者及び会計責任者 
         資金管理団体指定届：指定者（代表者） 
         収支報告書（解散分以外）：会計責任者 
① 名義人本人による署名（自署）             

 

 
 
② 記名 ＋ 押印 （記名押印）             

 

 
 
③ 記名 ＋ 本人確認書類                

 

 
 

甲山 乙夫 

甲山 乙夫 甲山 

＋ 
（窓口等で提示）

名義人本人が、 
手書きで記載する方法です。 

印刷･ゴム印等で印字した氏名や、 
本人以外が記載した氏名は 

「記名」です。 

※名義人本人が、窓口に来庁した上で 
本人確認書類を提示してください。 

※名義人本人以外が来庁する場合は、 
別途委任状が必要です。 

甲山 乙夫 

 
※本人確認書類の例 
・マイナンバーカード 
・運転免許証 
・住民票の写し 等 
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－

□

□

（〒 － ） （電話 － － ）

（〒 － ）
（電話 － － ） 令和

（〒 － ）
（電話 － － ） 令和

（〒 － ）
（電話 － － ） 令和

〔小・比〕 〔選・比〕 ３

９ 13

１

〈記載例１〉

○･２･１

政 治 団 体 設 立 届

123 3456

新潟市中央区○○町△―×　第1ビル２階

新潟市

１

住 所

名 称

目 的 別紙のとおり

ふ り が な にいがたこうたこうえんかい

国 会 議 員 関 係
政治団体の区分

政治資金規正法第19条の７
第 １ 項 第 １ 号 に 係 る
国 会 議 員 関 係 政 治 団 体

政治資金規正法第19条の７
第 １ 項 第 ２ 号 に 係 る
国 会 議 員 関 係 政 治 団 体

組 織 年 月 日

ふりがな　　にいがた　  こうた

台 帳 番 号

政党支部 ３条１項

　
１
　
号

政 党

※
「

有
」

の
場
合
は
、

様
式
下
の
「

３
」

を
参
照
。

025

△･10･10

○･２･１

大・昭・平

×･12･13

２

001 1234 025

大・昭・平4567025 123

□･11･23

001

新潟市中央区○△町123番地

234

345

001 2345

新潟市中央区○○１丁目２番３号

生年月日

2345

○･２･１

非 後 援

２ 参議院議員

指定都市議会議員

新潟市中央区○○町１番２号

10

2345
025

市 長 市議会議員

村議会議員

４ 県議会議員

８

会計責任者の
職 務 代 行 者

課税上の優遇措置の適用関係の有無

ながおか　おつじ

主たる活動区域

代 表 者

にいがた　こうた

上越　丙子

新潟  甲太

じょうえつ　へいこ

5678

001

政 治 団 体 の 区 分

政治団体の名称

 
５
条
１
項
１
号

そ
の
他
の
支
部

新潟甲太後援会

新潟市中央区○○町△―×　第１ビル２階

新　潟　甲　太

※この欄は記入しないでください。

　
３
　
号
　
イ

　
３
　
号
　
ロ

新潟県選挙管理委員会　様

県
本
部
等

市
町
村
等
支
部

　
18
条
の
２
１
項

　
２
　
号

現 職 区 分

１

７

11

公 職 の 種 類

１ 現職 ２ 候補者

□ そ の 他 の 政 治 団 体

□

□

無１ 有

日

事務所の所在地

代表者の氏名

別記

新潟甲太後援会

　 新潟  甲太

指定都市長５ ６

代表者である公職の候補者に係る公職の種類

公職の候補者の氏名 公職の候補者に係る公職の種類

選任年月日

衆議院議員(候補者等)

衆議院議員(候補者等)

令和 年

□

記

□

□ 政 治 資 金 団 体

政 党 の 支 部

政 治 資 金 規 正 法 第 18 条 の ２第 １項
の 規 定 に よ る 政 治 団 体

第１号様式 （第１条関係）

令和 ○年２月２日

※
国
会
議
員
関
係
政
治
団
体
の
み
記
入
。

衆議院議員

町 長

県 知 事

2　政党の支部にあっては、「政党の状況等に関する届」及び「支部明細書」

1　綱領、党則、規約その他これらに相当するもの（特定パーティ開催団体にあっては、開催計画書及びパーティー券等）

町議会議員

新潟　甲太

12

月

そ の 他 の 政 治 団 体 の 支 部

２

6789

大・昭・平

主たる事務所の
所　　在　　地

○

支 部 の 有 無 １

会 計 責 任 者

有

ふ り が な

長岡　乙次

氏 名

→

無

3  被推薦書又は２号団体通知（ただし、課税上の優遇措置の適用関係「有」の団体に限る。）

村 長

２

政治資金規正法第19条の７第１項第２号に係る国
会議員関係政治団体の場合。
→ 「国会議員関係政治団体に該当する旨の通
知」の提出が必要（記載例５）。

その他３ 被後援者氏名

県知事、県議会議員、指定都市長、指定都市
議会議員が被後援者である政治団体の場合。

「被推薦書」の提出が必要(記載例４）。

新
潟

押印は省略することも可能です。
※省略する場合、本人確認（代理人が提出する場
合は委任状も）が必要になります。
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〈記載例２ 一般の政治団体用の規約〉 

 
                           ○  ○  ○  ○  ○会規約 
 
  １（名  称） 本会は、○○○○○会と称する。 
  ２（事 務 所） 本会の事務所は、○○○内に置く。 
  ３（目  的） 本会は、△△△△の理念に基づき、□□□□□の実現のために 
                  必要な政治活動を行うことを目的とする。 
          〈例〉△△△△ 民主主義、自由主義、社会主義 
             □□□□□ 福祉社会、住みよい日本 
  ４（事  業） 本会の目的を達成するために、次の諸活動を行う。 
         ⑴ 研究会、講演会等の開催 
         ⑵ 機関紙、その他印刷物の発行 
         ⑶ 関係方面の宣伝活動 
         ⑷ ＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 
         ⑸ その他会の目的達成に必要な事業 
  ５（会  員） 本会の目的に賛同する会員とする。 
  ６（役  員） 本会は次の役員を置く。 
          会長、副会長、幹事、会計責任者、会計職務代行者等 
  ７（会  議） ＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 
  ８（経  費） 本会の経費は、会費、寄附金、その他の収入をもって充てる。 
  ９（会  費） 本会の会費は、年○○○円とする。 

   10（会計年度） 本会の会計年度は、毎年１月１日から 12月 31 日までとする。 

  11（そ の 他） ＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 

   附  則 
   本規約は、令和○年○月○日より実施する。 
 

※ 目的欄には、政治上の主義・施策等政治活動の内容を具体的に書いてください。 
  （目的）についても、別途「趣意書」・「綱領」等として定めた場合は、その書面 
 も添付してください。 
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 〈記載例３ 後援団体用の規約〉 

                                    資金管理団体は 
                                    代表者名を入れる 
 

 
○ ○ ○ ○ ○後援会規約 

 
 １（名  称） 本会は、○○○○○後援会と称（し、代表者は○○○○○と） 
         する。 
 ２（事 務 所） 本会の事務所は、○○○○○に置く。 
 ３（目  的） 本会は、○○○○○氏の政治活動を支援することを目的とする。 
 ４（事  業） 本会の目的を達成するために、次の諸活動を行う。 
         ⑴ 研究会、講演会等の開催 
         ⑵ 機関紙の発行 
         ⑶ ＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 
         ⑷ ＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 
         ⑸ その他の目的達成に必要な事業 
 ５（会  員） 本会の目的に賛同する会員とする。 
 ６（役  員） 本会は次の役員を置く。 
         会長、副会長、幹事、会計責任者、会計職務代行者等 
 ７（経  費） 本会の経費は、会費、寄附金、その他の収入をもって充てる。 
 ８（会  費） 本会の会費は、年○○○円とする。 
 ９（会計年度） 本会の会計年度は、毎年１月１日から 12 月 31 日までとする。 

 10（そ の 他） ＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 
   附  則 
   本規約は、令和○年○月○日より実施する。 
 

※ 「資金管理団体」の場合は、「代表者氏名」を明記してください。 
  目的欄には、特定の公職の候補者等の政治活動を支援する旨を明記してください。 
  個人の寄附に関する課税上の優遇措置を受けることのできる後援会等の政治団体   

は、国会議員、都道府県の議会の議員又は長、指定都市の議会の議員又は長の後援    
会に限られます。その場合には、「被推薦書」又は「２号団体通知（国会議員関係

政治団体に該当する旨の通知）」の添付が必要となります。 
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〈記載例４〉 

第８号様式（第２条関係） 

 

被   推   薦   書 

 

令和 ○ 年 ３ 月 ９ 日  

 

政治団体の名称 新潟甲太後援会 

代表者の氏名 新 潟 甲 太  様 

        公職の種類に異動があっ 
                                                                                        た場合のみ記載。 
 

公職の種類 新潟県議会議員（候補者等）（令和○年３月８日から）  

氏   名 新 潟 甲 太                 ㊞ 

住   所 新潟市中央区○○１丁目２番３号 

 

 

 

 私（私達）は、令和 ○ 年 ３ 月 ８ 日から貴団体の推薦（支持）を受けています。 

 

 

（備考） 

１ この用紙は「課税上の優遇措置の適用」を受ける団体だけが添付してください。 

２ 「公職の種類」には、都道府県の議会の議員若しくは長又は指定都市の議会の議員若しくは長の

区分により、その職にある者にあっては、「新潟県議会議員（現職）」、その職の候補者及び候補者と

なろうとする者にあっては「新潟県議会議員（候補者等）」の例により記載してください。 

３ 「氏名」欄は、記名押印又は署名とし、署名は必ず本人が自署してください。 

４ 被推薦者が多数の場合には、別紙として添付してください。 

５ 公職の種類に異動があった場合には、「公職の種類」に異動後の公職の種類及び異動年月日を「新

潟県議会議員（候補者等）（令和 年 月 日から）」の例により記載してください。 

新
潟 
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〈記載例５〉 

第 27 号様式（第 15 条関係） 

 

国会議員関係政治団体に該当する旨の通知 

 

令和 ○ 年 ２ 月 １ 日 

 

政治団体の名称 新潟甲太後援会 

代表者の氏名  新 潟 甲 太  様 

 

公職の種類 衆議院議員（候補者等） 
氏   名 新 潟 甲 太   ㊞ 

住   所 新潟市中央区○○１丁目２番３号 

 

 

 貴団体は、私を推薦し、又は支持することを本来の目的とする政治団体として、政治資金

規正法第19条の７第１項第２号に係る国会議員関係政治団体に令和 ○ 年 ２ 月 １ 日から

該当するため同法第６条第１項又は第７条第１項の規定による届出をする必要があるので、

同法第 19 条の８第１項の規定により通知します。 

 

 

（備考） 

 １ 「公職の種類」には、衆議院議員又は参議院議員の区分により、その職にある者にあつては「衆

議院議員（現職）」、その職の候補者及び候補者となろうとする者にあつては「衆議院議員（候補

者等）」の例により記載すること。 

 ２ 「氏名」欄は、記名押印又は署名とし、署名は必ず本人が自署すること。 

 ３ 国会議員関係政治団体に該当することとなつた年月日には、衆議院議員若しくは参議院議員に

係る公職の候補者となつた日又は政治団体から本来の目的として推薦し、若しくは支持されるこ

ととなった日のいずれか遅い日を記載すること。 

 ４ 公職の種類に異動があつた場合には、「公職の種類」に異動後の公職の種類及び異動年月日を

「衆議院議員（候補者等）（令和 年 月 日から）」の例により記載すること。 

 

 

新
潟 
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〈記載例６おもて〉

第11号様式 （第４条関係）

新潟県選挙管理委員会　様

記

(〒 － ) (電話 － － )

令和

(〒 － ) (電話 － － )

令和
主たる活動区域

・　　・

2222

新潟市中央区○○町△―×　第１ビル２階

1234 012 3456 ○ ・ ３ ・ ８

新

旧

□国会議員関係政治団
　体以外の政治団体

政治団体の名称

事務所の所在地

代表者の氏名

令和

届出事項に異動があったので、政治資金規正法第７条の規定により、下記のとおり届け出ます。

ふ り が な
新

異 動 年 月 日異 動 事 項 内 容

新潟甲太後援会

新　潟　甲　太

新潟市中央区○○３丁目４番５号

950 9876 025 222

名 称

主たる事務所の

所 在 地

新

旧

旧

国 会 議 員 関 係

政治団体の区分

・　　・

□政治資金規正法第19
　条の７第１項第１号
　に係る国会議員関係
　政治団体

旧

公職の候補者の氏名

新潟　甲太□政治資金規正法第19
　条の７第１項第２号
　に係る国会議員関係
　政治団体

公職の候補者に係る公職の種類

新
公職の候補者に係る公職の種類

□政治資金規正法第19
　条の７第１項第２号
　に係る国会議員関係
　政治団体

□国会議員関係政治団
　体以外の政治団体

公職の候補者の氏名

衆議院議員(候補者等)

代表者である公職の候補者に係る公職の種類

代表者である公職の候補者に係る公職の種類

令和

○・３・８

衆議院議員(候補者等)

□政治資金規正法第19
　条の７第１項第１号
　に係る国会議員関係
　政治団体

025

新潟市中央区○○３丁目４番５号

950

令和 ○ 年 ３ 月 10 日

届 出 事 項 の 異 動 届

新
潟

押印は省略することも可能です。
※省略する場合、本人確認（代理人が提出する場合
は委任状も）が必要になります。

これらに異動があった場合は「異動後」の

内容を記載します。
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〈記載例６うら〉

１
３
５
７
９
11
13

（備考）１

２　異動のあった項目についてのみ、その内容を記載してください。
３　名称、主たる事務所の所在地及び代表者に異動があった場合は、新しい団体の名称、

新しい事務所の所在地の住所、新しい代表者の氏名、印で届け出てください。
４　綱領、党則、規約等（特定パーティー開催団体にあっては、開催計画書等）の内容

に異動があった場合は、異動後のものを添付書類として提出してください。
５　国会議員関係政治団体の区分は、１号団体及び２号団体のいずれにも該当する場合

にあっては、どちらの欄にも記入してください。２号団体に該当する場合は、２号団
体通知も添付してください。

６　文字は略字を用いずに必ずかい書で正しく記載してください。

市 長

旧

市 議 会 議 員

・　・

支 部 の 有 無 １

衆 議 院 議 員

会 計 責 任 者

ていやま　はなこ (〒　950 － 8765  )

現 職 区 分 １ 現　職 ２ 候補者

会 計 責 任 者 の

職 務 代 行 者

町 長 町 議 会 議 員
村 長

３ その他 新潟　甲太

県 知 事 県 議 会 議 員

非 後 援
村 議 会 議 員

指 定 都 市 長 指定都市議会議員

新
丁山　花子

(電話　 025 － 777 － 7777 )

新潟市西区△□町3456番地

旧 長岡　乙次
大・昭・平

△・10・10

綱 領 、 党 則 、
規 約 等

新

・　・

異 動 事 項 ふ り が な
住 所 生年月日

氏 名

大・昭・平

(電話　　  －　　　 －　　　 )

・　・

代 表 者

(〒　　　 － 　　　) 大・昭・平

新
・　・

旧

令和
有 ２ 無

･　･
旧無 １ 有

･　･

(〒　　　 － 　　　) 大・昭・平

(電話　　  －　　　 －　　　 )

令和
別 紙 の と お り

令和

令和

□・５・５

･　･

○･３･８

内 容

１ 有旧

新潟市中央区○△町123番地

有

･　･

大・昭・平 ･　･

大・昭・平

無２

　代表者本人が届け出る場合にあっては、本人確認書類を提示又は提出、その代理
人が届け出る場合にあっては、当該代理人の権限を証する書面及び本人確認書類を
提示又は提出してください。ただし、代表者本人の署名その他の措置（記名押印
等）を講ずる場合は、この限りではありません。

〔選・比〕

課税上の優遇措置
の適用関係の有無

１ ２新

令和
新

被後援
者氏名

公 職 の 種 類

２
４
６
８
10

〔小・比〕 参 議 院 議 員

12

２ 無

異　動
年月日

令和
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〈記載例７〉 
第 28 号様式（第 15 条関係） 

 

国会議員関係政治団体に該当しなくなつた旨の通知 

 

令和 ○ 年 ２ 月 １ 日 

 

政治団体の名称 新潟甲太後援会 

代表者の氏名 新 潟 甲 太  様 

 

過去の公職の種類 衆議院議員（候補者等） 
氏   名 新 潟 甲 太   ㊞ 

住   所 新潟市中央区○○１丁目２番３号 

 

 

 私が、衆議院議員又は参議院議員に係る公職の候補者でなくなつたことにより、貴団体は、

政治資金規正法第 19 条の７第１項第２号に係る国会議員関係政治団体に令和 ○ 年 ３ 月 
８ 日から該当しなくなつたため同法第７条第１項の規定による届出をする必要があるので、

同法第 19 条の８第２項の規定により通知します。 

 

（備考） 

 １ 「過去の公職の種類」には、衆議院議員又は参議院議員に係る公職の候補者でなくなる前の公

職の種類について、衆議院議員又は参議院議員の区分により、その職にあつた者にあつては「衆

議院議員（現職）」、その職の候補者及び候補者となろうとしていた者にあつては「衆議院議員（候

補者等）」の例により記載すること。 

 ２ 「氏名」欄は、記名押印又は署名とし、署名は必ず本人が自署すること。 

 ３ 国会議員関係政治団体に該当しなくなつた年月日には、衆議院議員又は参議院議員に係る公職

の候補者でなくなつた日を記載すること。 

新
潟 
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〈記載例８〉 

第18号様式（第11条関係） 

政 治 団 体 解 散 届 

 

令和 ○ 年 12  月 31 日 

新潟県選挙管理委員会 様 

政治団体の名称 新潟甲太後援会 

事務所の所在地 新潟市中央区○○３丁目４番５号 

代 表 者 の 氏 名 新 潟 甲 太     

会計責任者の氏名 丁 山 花 子     

 

 令和 ○ 年 12 月 28 日に解散をしたので、政治資金規正法第17条第１項の規定により届け

出ます。 

 

（添付書類） 収支報告書 

 

（備考） 

１ 代表者及び会計責任者本人が届け出る場合にあっては、本人確認書類を提示又は提出、これ

らの者の代理人が届け出る場合にあっては、当該代理人の権限を証する書面及び本人確認書類

を提示又は提出してください。ただし、代表者及び会計責任者本人の署名その他の措置（記名

押印等）を講ずる場合は、この限りではありません。 

２ 目的の変更その他により政治団体でなくなった旨の届出及び法第18条の２第１項の規定によ

る政治団体が法第６条第１項の規定により届け出た政治資金パーティーの開催を中止した旨の

届出は、この様式に準じて行います。 

３ この届出の提出の際には、添付書類として、解散の日（又は政治資金パーティーの開催を中

止した日）までの収支報告書を提出してください。この際、解散した年の宣誓書には、代表者

の記名押印又は署名（署名は必ず代表者本人が自署してください。）も必要です。 

 

㊟ 解散した団体で、選挙管理委員会から事務所用看板に表示する表示板の交付を受けている

場合は返却してください。 

新
潟 

丁
山

押印は省略することも可能です。 
※省略する場合、本人確認（代理人が提出する場合
は委任状も）が必要になります。 
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〈記載例９－１〉 

第23号様式（第14条関係） 

 

資 金 管 理 団 体 指 定 届 

 

令和 ○ 年 ２ 月 ２ 日 

新潟県選挙管理委員会 様 

 

氏 名 新 潟 甲 太 

住 所 新潟市中央区○○１丁目２番３号 

 

 資金管理団体として下記の政治団体を指定したので、政治資金規正法第19条第２項の規定によ

り届け出ます。 

記 

１ 公 職 の 種 類 衆議院議員 新潟県第１区選挙区（候補者） 

２ 資金管理団体の名称 新潟甲太後援会 

３ 主たる事務所の所在地 新潟市中央区○○町△－× 第１ビル２階 

４ 代 表 者 の 氏 名 新潟 甲太 

５ 指 定 年 月 日 令和 ○ 年 ２ 月 １ 日 

 

（備考） 

１ 公職の候補者本人が届け出る場合にあっては、本人確認書類を提示又は提出、その代理人が

届け出る場合にあっては、当該代理人の権限を証する書面及び本人確認書類を提示又は提出し

てください。ただし、公職の候補者本人の署名その他の措置（記名押印等）を講ずる場合は、

この限りではありません。 

２ 「公職の種類」欄には、衆議院議員、参議院議員又は地方公共団体の議会の議員若しくは長

の区分により、その職については選挙区において選挙することとされている場合には当該選挙

区名を付して、その職にある者にあっては「衆議院議員 新潟県第○区選挙区（現職）」、その

職の候補者及び候補者となろうとする者にあっては「衆議院議員（候補者等）」の例により記

載してください。  

押印は省略することも可能です。 
※省略する場合、本人確認（代理人が提出する場合
は委任状も）が必要になります。 

新
潟 
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〈記載例９－２〉 

宣    誓    書 

 

 

 

 資金管理団体の届出に係る書面に記載した事項は真正であることを誓います。 

 

 

  令和 ○ 年 ３ 月 ８ 日 

 

 

氏 名 新 潟 甲 太 

 

 

住 所 新潟市中央区○○１丁目２番３号 

 

 

 

新潟県選挙管理委員会 様 

押印は省略することも可能です。 
※省略する場合、本人確認（代理人が提出する場合
は委任状も）が必要になります。 

新
潟 
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〈記載例 10－１〉 

第26号様式（第14条関係） 

 

資金管理団体届出事項の異動届 

 

令和 ○ 年 ３ 月 10 日 

新潟県選挙管理委員会 様 

氏 名 新 潟 甲 太 

住 所 新潟市中央区○○１丁目２番３号 

 

 届出事項に異動があったので、政治資金規正法第19条第３項第３号の規定により、下記のとお

り届け出ます。 

記 

 

１ 資金管理団体の名称 新潟甲太後援会 

 

２ 異 動 事 項   主たる事務所の所在地 

公職の種類 

３ 内     容 

 (1) 新  新潟市中央区○○３丁目４番５号 

新潟県議会議員 新潟市中央区選挙区（候補者） 

 (2) 旧  新潟市中央区○○町△－× 第１ビル２階 

衆議院議員 新潟県第１区選挙区（候補者） 

４ 異 動 年 月 日  令和○年３月８日 

 

（備考） 

 資金管理団体の届出をした者本人が届け出る場合にあっては、本人確認書類を提示又は提出、

その代理人が届け出る場合にあっては、当該代理人の権限を証する書面及び本人確認書類を提示

又は提出してください。ただし、資金管理団体の届出をした者本人の署名その他の措置（記名押

印等）を講ずる場合は、この限りではありません。 

  

押印は省略することも可能です。 
※省略する場合、本人確認（代理人が提出する場合
は委任状も）が必要になります。 

新
潟 
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〈記載例 10－２〉 

宣    誓    書 

 

 

 

 資金管理団体の届出に係る書面に記載した事項は真正であることを誓います。 

 

 

  令和 ○ 年 ３ 月 ８ 日 

 

 

氏 名 新 潟 甲 太 

 

 

住 所 新潟市中央区○○１丁目２番３号 

 

 

 

新潟県選挙管理委員会 様 

押印は省略することも可能です。 
※省略する場合、本人確認（代理人が提出する場

合は委任状も）が必要になります。 

新
潟 
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〈記載例 11－１〉 

第24号様式（第14条関係） 

資金管理団体指定取消届 

令和 ○ 年 12 月 31 日 

新潟県選挙管理委員会 様 

氏 名  新 潟 甲 太 

住 所  新潟市中央区○○１丁目２番３号 

 

 下記の政治団体の資金管理団体の指定を取り消したので、政治資金規正法第19条第３項第１号

の規定により届け出ます。 

記 

１ 公 職 の 種 類 新潟県議会議員 新潟市中央区選挙区（候補者） 

２ 資金管理団体の名称 新潟甲太後援会 

３ 主たる事務所の所在地 新潟市中央区○○３丁目４番５号 

４ 代 表 者 の 氏 名 新潟 甲太 

５ 指 定 取 消 年 月 日 令和○年12月28日 

 

（備考） 

１ 資金管理団体の届出をした者本人が届け出る場合にあっては、本人確認書類を提示又は提出、

その代理人が届け出る場合にあっては、当該代理人の権限を証する書面及び本人確認書類を提

示又は提出してください。ただし、資金管理団体の届出をした者本人の署名その他の措置（記

名押印等）を講ずる場合は、この限りではありません。 

２ 「公職の種類」欄には、衆議院議員、参議院議員又は地方公共団体の議会の議員若しくは長

の区分により、その職については選挙区において選挙することとされている場合には当該選挙

区名を付して、その職にある者にあっては「衆議院議員 新潟県第○区選挙区（現職）」、その

職の候補者及び候補者になろうとする者にあっては「衆議院議員 北陸信越選挙区（候補者

等）」の例により記載すること。 

  

押印は省略することも可能です。 
※省略する場合、本人確認（代理人が提出する場合
は委任状も）が必要になります。 

新
潟 
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〈記載例 11－２〉 

宣    誓    書 

 

 

 

 資金管理団体の届出に係る書面に記載した事項は真正であることを誓います。 

 

 

  令和 ○ 年 12 月 28 日 

 

 

氏 名 新 潟 甲 太 

 

 

住 所 新潟市中央区○○１丁目２番３号 

 

 

 

新潟県選挙管理委員会 様 

押印は省略することも可能です。 
※省略する場合、本人確認（代理人が提出する

場合は委任状も）が必要になります。 

新
潟 
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